立ち入りを禁じる特別刑法と刑法130条-軽犯罪法,鉄道営業法,新幹線特例法,刑事特別法- by 江藤 隆之




































等侵入罪 (１条23号) を，鉄道営業法は婦人待合室等侵入罪 (34条２号)
および鉄道地内侵入罪 (37条) を，新幹線特例法は新幹線線路侵入罪 (３
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(６) 橋本裕蔵『軽犯罪法の解説』４訂版 (一橋出版，平成11・1999年) ５
頁。
(７) 伊藤榮樹 (勝丸充啓改訂) 『軽犯罪法』新装第２版 (立花書房，平成
25・2013年) ３頁参照。
(８) 伊藤・前掲注 (７) ３頁。同旨，稲田＝木谷・前掲注 (５) 23頁。
(９) 伊藤・前掲注 (７) ３頁。








(14) 伊藤・前掲注 (７) 50頁。













(17) 伊藤・前掲注 (７) 54頁，大塚・前掲注 (10) 102頁。
(18) 伊藤・前掲注 (７) 54頁，橋本・前掲注 (６) 16頁，稲田＝木谷・前
掲注 (５) 30頁。
(19) 第２回国会衆議院司法委員会会議録第５号。
(20) 稲田＝木谷・前掲注 (５) 27頁。
(21) 橋本・前掲注 (６) 16頁以下。





(24) 伊藤・前掲注 (７) 219頁。
(25) 橋本・前掲注 (６) 87頁。
(26) 大塚・前掲注 (10) 121頁はおそらくこの立場であろう。








(30) 伊藤・前掲注 (７) 223頁。
(31) 伊藤・前掲注 (７) 223頁，稲田＝木谷・前掲注 (５) 155頁。
(32) 稲田＝木谷・前掲注 (５) 155頁。当然，単なる鉢植えやプランター
は含まれない。
(33) 稲田＝木谷・前掲注 (５) 155頁。
(34) 大倉馨「不退去的事案に対する軽犯罪法一条三二号の適用」警察学論
集31巻６号 (昭和53・1978年) 14頁。
(35) 橋本・前掲注 (６) 88頁。
(36) 伊藤・前掲注 (７) 222頁。
(37) 稲田＝木谷・前掲注 (５) 156頁は，このような場合に「消極説を前
提としても『立ち入り行為』にあたると解する余地がある」というが，






















(43) 原田・前掲注 (39) 67頁，伊藤＝河上・前掲注 (40) 26頁。












(49) 和田・前掲注 (47) 140頁。
(50) 原田・前掲注 (39) 79頁。
(51) 伊藤＝河上・前掲注 (40) 32頁。
(52) 最判昭59・12・18刑集38巻12号3026頁。






























(64) 本間浩『在日米軍地位協定』(日本評論社，平成 8・1996年) 102頁以
下。
(65) 本間・前掲注 (64) 114頁参照。











(70) 伊藤・前掲注 (７) 225頁。
(71) 稲田＝木谷・前掲注 (５) 157頁。










(77) 原田・前掲注 (39) ６頁も観念的競合と解する。
(78) 中野次雄「軽犯罪法１条32号の罪と鉄道営業法37条の罪との罪数関係」
警察研究38巻11号 (昭和42・1967年) 118頁。
(79) 前掲大阪簡判昭40・6・21は，両罪は特別法関係にないと解している。
その理由は，同判決は軽犯罪法１条32号の成立には行為者に当該場所が
立ち入りを禁じられている場所であるという認識が必要であるが，鉄道
営業法37条にはそのような認識が必要ではないからと説明する。しかし，
すでに本文で言及したように，鉄道営業法37条の客体にも「立ち入りが
禁じられた」という限定がかけられるべきであり，そうであるからには
行為者に当該停車場等が立ち入りが禁じられた場所である認識が故意の
内容として当然要求される。
(80) 前掲判例最決昭41・5・19は，拘留29日および科料900円を科している。
(桃山法学 第25号 ’15)24
